
＜一般委託＞

1 目      的 
　本作業は、有馬浄水場天日乾燥床の施設機能を維持するため、汚泥の収集、運搬、処分（再生
利用）を行うものである。

2 履行期間 契約の日から平成30年11月20日（火）

3 施行場所 海老名市本郷4280番地

4 業務内容  天日乾燥床４床の汚泥処理作業等

5 特記事項 特記仕様書のとおり

6 関係法規 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

7 資格要件 

本業務履行については、下記の資格を有すること。

（１）    産業廃棄物収集運搬業許可（汚泥）
　　　　（神奈川県知事の許可）
（２）    産業廃棄物収集運搬業許可（汚泥）
　　　　（処分地首長の許可）
（３）    産業廃棄物処分業許可（汚泥）
　　　　（処分地首長の許可）

8 契約方法  単価契約による業務委託契約（一般委託）。契約内容は、内訳表参照。

9 支払方法 委託料の支払いは、業務完了後一括払いとする。

10 その他事項 この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議するものとする。

11
監　督　 員
連　絡　先

横須賀市上下水道局　技術部　浄水課　有馬浄水場　関野　稔　　電話番号 046-238-1915

・この業務を施行するにあたって、仕様書でグリーン物品購入の指示がある場合は、横須賀市グ
リーン購入基本方針及び調達方針に基づく環境物品等を納入すること。また、仕様書で特に指示
がない場合で委託代金に物品等の購入経費が含まれている場合は、できるだけこの方針に基づく
環境物品等の調達をお願いします。
（上記方針については、本市のホームページ「よこすかのグリーン購入」参照）

・本市は、独自の環境マネジメントシステム（YES）により事務事業の環境負荷低減に努めているの
で、受託者においてもできる限り環境に配慮して業務を執行するようお願いします。

グリーン
物品購入

及び
環境配慮

関係

＜指示又は希望事項＞

有馬浄水場天日乾燥床汚泥処理業務委託　仕様書

有馬浄水場天日乾燥床汚泥処理業務委託に基づく内容は、本仕様書の定めるところによる。



平成30年度 有馬浄水場天日乾燥床汚泥処理業務委託　　内訳表

（税抜き）

作業名 形状寸法 単位 予定数量 上限単価 契約単価

バックホウ掘削積込運搬処分工  ダンプトラック10ｔ使用 ｔ 2,550 11,130

ろ過砂敷均し工  ろ過砂 ｔ 406 6,010

人力除草工  運搬処分費含む ㎡ 4,921 230

交通整理員 人 19 12,300

※　契約単価は、各項目ごとに定めた上限単価以下とすること。

※　予定数量に契約単価を乗じた金額の合計額を入札金額とすること。

※　契約単価は、契約者が記入すること。
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有馬浄水場天日乾燥床汚泥処理業務委託特記仕様書 

 

１ 適用 

  本仕様書は、有馬浄水場天日乾燥床汚泥処理業務委託に適用する。 

 

２ 法令等の遵守 

（１）横須賀市上下水道局契約規程 

（２）労働安全衛生法 

（３）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（４）その他関係法令等 

 

３ 作業対象施設 

（１）作業場所 

   海老名市本郷 4280 番地 

（２）天日乾燥床 

  ア 床数：４床 

  イ 面積：4,921 ㎡ 

    第１床：1,231 ㎡、第２床：1,061 ㎡、第３床：1,251 ㎡、第４床：1,378 ㎡ 

  ウ １床当り進入路面積：29 ㎡(3.2ｍ×9.0ｍ) 

 

４ 作業内容 

（１）除草作業 

  ア 天日乾燥床内に繁茂している雑草等を刈り込むこと。 

  イ 刈った雑草等は風雨による飛散や流出があるので、作業の都度搬出、又は、

積込を行うこと。 

  ウ 収集した刈草は、環境対策に適した再利用処理施設において堆肥等へのリサ

イクル処理を行い再資源化すること。 

（２）天日乾燥床汚泥（以下「浄水処理汚泥」という。）の収集運搬 

  ア 浄水処理汚泥は、環境対策に適した再利用処理施設において再資源化するこ

と。 

    なお、今年度搬出する浄水処理汚泥の放射能濃度（セシウム）は、100Bｑ/㎏

以下である。 

  イ 汚泥収集時、ろ過砂の表層５㎝を掻き寄せ、浄水処理汚泥と共に再資源化す

ること。 

  ウ 収集作業終了時は、天日乾燥床の底面を入念に整地すること。また、当局監

督員の確認を求めること。 

（３）ろ過砂の補充 

  ア 本業務で使用するろ過砂は、山砂を使用すること。 

  イ 使用するろ過砂は、事前に骨材試験成績書を当局監督員に提出し、承諾を得
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ること。 

  ウ 掻き取ったろ過砂を表層５㎝補充すること。 

  エ 補充作業終了時は、天日乾燥床の底面を入念に整地すること。また、当局監

督員の確認を求めること。 

  オ 業務完了後の各床地盤高は、ＧＬ＝17.300ｍとする。 

（４）浄水処理汚泥の検査 

  ア 浄水処理汚泥については、「土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年８

月 23 日環境庁告示第 46 号）」の最新通知のとおり検査を行い、検査結果書を提

出すること。 

  イ 今年度搬出する浄水処理汚泥については、放射能濃度の測定結果を提出する

こと。 

 

５ 安全の確保 

（１）作業範囲内における火気取締り、盗難及び作業員の負傷等の各種事故防止につ

いて、万全の安全対策等の措置を講ずること。 

（２）運搬車の出入口には、作業看板を設置し、交通整理員を配置すること。 

（３）近接している小学校・中学校には、事前に工程等の情報提供、安全管理につい

て協議を行うこと。特に登下校の時間帯は、運搬車の搬出入に十分注意すること。 

（４）収集・運搬時は、浄水処理汚泥や雑草等の飛散防止の措置をとること。 

 

６ 立会い等 

（１）本業務は、原則として当局監督員の指示立会いのもとで行うこと。 

（２）浄水場の水処理を継続させながら行うものであるため、各バルブ及びゲート等

の操作は、必ず当局監督員の指示立会いのもとで行うこと。 

（３）受託者は、当局が立入検査を必要と認めた場合は、いかなる場合でも立ち入り

検査を承諾しなくてはならない。 

 

７ 提出書類 

（１）作業前 

  ア 作業計画書（任意様式）を２部提出すること。 

  イ 作業員名簿（任意様式）を１部提出すること。 

  ウ 産業廃棄物収集運搬業許可証の写しを１部提出すること。 

  エ 産業廃棄物処分業許証の写しを１部提出すること。 

  オ 運搬車両一覧表（任意様式）を１部提出すること。（積載量を記載し、｢車検

証｣の写しを添付すること。） 

  カ 資格を有するものについては、資格の写しを１部提出すること。 

  キ 浄水処理汚泥の検査結果書を１部提出すること。 

  ク 天日乾燥床に補充するろ過砂の骨材試験成績書を１部提出すること。 

  ケ 健康診断（検便） 

    水源地・浄水場・配水池等において作業する次の各号いずれかに該当する者
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は、検便検査を行い作業開始前にその検査報告書を提出すること。検査項目は、

赤痢菌・腸チフス・パラチフス・病原性大腸菌 O-157・サルモネラ菌とし、報告

書には、氏名・性別・年齢・成績・検査場所を記載すること。 

  （ア）水工程に直接触れて作業する者 

  （イ）水工程に直接触れないが、概ね一週間程度連続して作業する者 

    （参考 根拠法令集 水道法第 21 条第１項、水道施行規則第 16 条１項） 

（２）作業中又は作業後 

  ア 作業日報（任意様式）を１部提出すること。 

  イ 産業廃棄物マニフェスト伝票を提出すること。 

  ウ 作業写真を１部提出すること。（作業工程が分かるように撮影する。また、作

業前と作業後の確認のため、地盤高測定用検尺等を入れて撮影すること。） 

  エ 業務完了報告書（任意様式）を１部提出すること。また、報告書には、以下

の内容を記載すること。 

  （ア）浄水処理汚泥処理日数 

  （イ）浄水処理汚泥の収集方法及び処理量 

    ※ 処理量は、t を基本とするが、㎥換算をすること。 

  （ウ）浄水処理汚泥の搬出数量集計表（処理担当者、運搬担当者、月日、車両番

号、重量、計量証明書番号、マニフェスト番号等を記載すること。） 

  （エ）除草集計表及び処分伝票、ろ過砂集計表及び伝票 

  （オ）交通整理員の集計表 

  （カ）浄水処理汚泥の検査結果書及びろ過砂の骨材試験成績書 

 

８ 作業日程 

（１）作業開始前に作業日程について、当局監督員と協議すること。 

（２）作業時間は原則として休日を除く月曜日から金曜日の午前 8 時 30 分から午後５

時までとする。 

 

９ その他 

（１）受託者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」における再委託を禁止する。 

（２）作業員は担当業務に精通すると共に、常に品位と規律を保ち浄水処理工程等の

当局業務に支障のないよう十分注意すること。 

（３）受託者は、地元住民から要望等があったとき、又は、交渉を要するときには速

やかに当局監督員に連絡し、誠意をもって解決を図るとともにその経緯について遅

滞なく報告すること。 

（４） 作業中、現場責任者は常駐し、監督及び各種の連絡等にあたること。 

（５）飲料水を製造する浄水場での作業であるため、浄水処理工程に支障となる物質

が混入しないよう十分注意すること。 

（６）作業中及び作業後は使用した器具等の整理整頓を行うこと。 

（７）作業員は建物、備品、その他設備等の破損、又は、不具合を発見した時は直ち

に当局監督員に報告すること。 
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（８）産業廃棄物マニフェスト伝票の費用については、本作業に含まれる。 

（９）この単価契約で示した工種以外の工種及び業務が発生した場合については、協

議により決定する。  



産業廃棄物処理作業共通仕様書 

［収集・運搬(積替なし)及び処分用］ 

 

 本仕様書は、委託者（以下「甲」という。）から排出される産業廃棄物の収集・運搬及び処

分に関して、次のとおり定める。 

（目的） 

第１条 受託者（以下「乙」という。）は、甲から排出される産業廃棄物を「廃棄物の処理及

 び清掃に関する法律」及び関係法令に従って、適正に処理することを目的とする。 

（委託内容） 

第２条 乙は、自らの事業範囲を証するものとして、許可証の写しを契約書に添付しなければ

 ならない。なお、許可事項に変更があったときも同様とする。 

２ 甲が、乙に収集・運搬及び処分を委託する産業廃棄物の種類及び予定数量は、次のとおり 

 とする。 

  種    類  ： 汚泥（浄水処理汚泥） 

  予 定 数 量   ： 2,550 ｔ 

３ 乙は、甲から委託された前項の産業廃棄物の処分に関して、処分先等を明記したものを契 

 約書に添付しなければならない。 

４ 乙は、甲から委託された産業廃棄物の積替えを行ってはならない。 

５ 乙は、第３項に指定する事業場以外では、甲から委託された産業廃棄物を処分するための 

 保管を行ってはならない。また、第３項に指定する事業場において保管を行う場合は、法令 

 に基づき、かつ、履行期間内に確実に処分できる範囲で行うものとする。 

６ 甲は、委託する産業廃棄物の収集・運搬又は処分にあたり、必要に応じて日時等を指示す

 る。 

７ 乙は、甲又は甲の指定する職員の指示に従い、この業務を履行しなければならない。 

８ 甲は、産業廃棄物の搬出の都度、マニフェスト伝票に必要事項を記入し乙に交付する。 

（義務と責任） 

第３条 甲は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報として、次の事項についてあらか

 じめ乙に提供するものとする。 

（1） 産業廃棄物の性状及び荷姿 

（2） 通常の保管状況での腐敗、揮発等性状の変化に関する事項 

（3） 他の廃棄物との混合等により生ずる支障 

（4） その他取扱う際に注意すべき事項 

２ 甲は、委託する産業廃棄物の収集・運搬又は処分に支障を生じさせるおそれのある物質が 

 混入しないように注意する。万一混入したことを知り得たときは、直ちに乙に通知しなけれ

 ばならない。 

第４条 乙は、甲から委託された産業廃棄物を、その積み込み作業の開始から処分の完了まで、

 法令に基づき適正に処理する責任を負う。この間に発生した損害（第三者に及ぼした損害を

 含む。）が生じたときは、その原因が甲の責に帰するべき場合を除き、乙が責任を負う。 

２ 乙は、甲から委託された業務が終了した後、直ちに業務完了報告書を作成し甲に提出する。

 ただし、業務完了報告書は、収集・運搬業務についてはマニフェストＢ２票で、処分業務に

 ついてはマニフェストＤ票及びＥ票で代えることができる。 



 

（検査等） 

第５条 乙は、この業務が完了したときは、甲の指定する職員の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査の結果、不合格のものがあるときは、甲の指定する期日までに速やかに履行し 

 なければならない。 

（契約の解除） 

第６条 甲、乙は、相手方がこの契約の各条項のいずれかに違反したときは、この契約を解除

 することができる。 

２ 前項の規定又は法令の規定によりこの契約を解除することができる場合であっても、この

 契約に基づき甲から引き渡しを受けた産業廃棄物の処理を乙が完了していないときは、当該

 産業廃棄物を甲乙双方の責任で処理した後でなければ、この契約は解除できない。 

（協議） 

第７条 前項の指示により難いとき又はこの契約に疑義が生じたときは、その都度甲乙が協議

して決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（仕様書第２条第３項関係） 

 

処分又は再生を行う事業場 

１ 処 分 先（中間処分又は最終処分） 

  

 事業場の名称         ：                                                       

 所  在  地         ：                                                       

  処 分 の 方 法  ：                                                       

 施設の処理能力  ：                                                       

 

 上記の事業場が中間処分の場合、以下について記載してください。 

 

 最 終 処 分 先  ：                            

 保管場所の能力 ：                            

 

 

２ 再 生 先 

  

 事業場の名称         ：                                                       

 所  在  地         ：                                                       

  再 生 の 方 法  ：                                                       

 施設の処理能力  ：                                                       

 

 




